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■訓練概要 

【実施日時】 

 平成 31 年１月 19 日(土) ８時 30 分から 12 時 30 分まで 

【訓練目的】 

１ 今年度の災害（大阪府北部地震、平成 30年７月豪雨、北海道胆振東部地

震等）を踏まえ、区および区職員の状況判断力、災害対応力の向上を図る。 

２ 区の災害対策について、平成 30年度災害対策各部課題（以下、「課題」と

いう。）の検証および災害対策の再点検（以下、「再点検」という。）を実施

している現状を全庁で共有するとともに、訓練を活用した課題の解消、再点

検の促進を図る。 

【訓練内容】 

 １ 現地対策本部訓練 

 ２ 災害対策各部訓練 

 

■今回の訓練のポイント 

１ 現地対策本部訓練は、初めて実動による訓練を実施した。 

２ 災害対策各部訓練は、訓練目的を踏まえて各部ごとに作成した訓練計画に

基づき実施した。 

 

■現地対策本部訓練 

【目的】 

 現行のマニュアルに基づき、職員の集合からすべて実動で訓練を実施し、マニ

ュアルや資器材の検証および改善を図る。 

【対象者】 

 危機管理室が指定した職員 

【参加者】   

 ３２人（災害対策各部２０人、危機管理室１２人） 

【実施場所】 

 区立南町小学校およびその周辺街区 
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【訓練想定】 

平成 31年１月 19日（土）５時 30分、区内で最大震度６強を観測する地震が

発生。直後に桜台４丁目 25 番で出火し、約 35,000 ㎡焼損し延焼拡大中との情

報を受け、８時 30分、災害対策本部長が当該地域に避難勧告を発令、避難誘導

のため職員 32人の派遣、現地対策本部設置を決定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【訓練内容】 

現地対策本部員として指定した職員が、本庁舎７階防災センターに集合完了

したところから訓練を開始。職員は、危機管理室が作成している「現地対策本部

運営マニュアル」に基づき、下記項目等について訓練した。 

 ・ 移動前の職員への状況説明、指示要領 

 ・ 現地対策本部長の判断および指揮要領 

 ・ 現地対策本部の設置要領 

 ・ 庶務班、避難誘導班の活動要領 

 ・ 本部員間、災害対策本部との情報共有要領 

 ・ 関係機関との連携要領 

・ 突発事象に対する対応要領 
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【訓練実施状況】 

訓練実施状況 説明 

 【派遣職員への指示】 

本庁舎７階防災センターに集合した派

遣職員に対し、統括班員が災害状況、任務

分担、活動要領を指示した。 

指示を受けた派遣職員は、徒歩等により

南町小学校へ移動を開始した。 

 【現地対策本部設置】 

南町小学校に到着した派遣職員は、視聴

覚室に資器材を持ち込み、現地対策本部を

設置するとともに、避難誘導班は携行品を

準備した。 

 【現地対策本部長指示】 

現地対策本部長は、本部設置までに入手

した最新情報に基づき活動の細部を調整

し、本部員に対して指示を行った。 

指示を受けた本部員は、庶務班、避難誘

導班として活動を開始した。 

 【庶務班の活動】 

庶務班は、班長以下 10 名で構成。本部の

運営に従事した。 

 
【庶務班の活動】 

庶務班は、防災行政無線を活用し避難誘導

班の活動状況を把握して現地対策本部長

に報告するとともに、災害対策本部との情

報共有を実施した。 
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訓練実施状況 説明 

 【避難誘導班】 

避難誘導班は、１班５名で編成する。本訓

練では、避難勧告区域内の居住人口を踏ま

えて４班体制とした。各班は、分担された

区域内の避難誘導に従事した。 

 
【各部訓練との連携】 

災害対策福祉部が同地域で避難行動要支

援者の安否確認訓練を実施した。同訓練と

連携し、現地対策本部に対し支援要請があ

ったとの想定で、要請場所への合流訓練を

実施した。 

 
【検討会】 

想定終了後、訓練実施者と見取り訓練に従

事した関係機関が集合し、訓練に関する検

討会を実施した。 

 

■災害対策各部訓練 

【目的】 

 災害対策各部が優先して解消すべきと考えている課題に着目した訓練を計

画・実施し、各部の災害対応力の向上を図る。 

【対象者】 

 各部職員うち、所要の人員 

【参加者】 

 ９９２人 

【統一事項】 

多摩直下を震源とする強い地震が発生したとの想定で、訓練計画に基づく経

過時間後を起点とし訓練を実施する。 

なお、訓練時間中に、災害対策各部に配置されている「災害時対応事務用パソ

コン」の操作訓練を実施する。 
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【訓練想定】 

多摩直下地震の最大被害想定 

項目 数値 項目 数値 

区内震度 震度６弱(一部６強） 疎開者 ４１，３８６人 

建物全壊 ２，６１１棟 上水道断水 ２８．３％ 

建物焼失 ２，９６８棟 下水道被害 １９．８％ 

建物半壊 １３，９４１棟 電力停電 ６．３％ 

出火件数 １２件 ガス供給支障 ９５．３％ 

死者 ２１２人 固定電話不通 ２．２％ 

負傷者 ５，３８９人 携帯電話不通 ２０％未満 

避難者 ７６，８５９人 震災廃棄物 １０１万トン 

 

発災直後～２４時間後の区内被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・火災

・・・その他事案

液状化、土砂災害

液状化、建物倒壊

・・・断水

・・・停電

・・・ガス停止

液状化、建物倒壊
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【訓練内容】 

部 訓練内容 

統括部 

（区長室） 

職員安否確認訓練、臨時災害放送局開局準備訓練、秘書業務審

議訓練 

災害対策 

企画部 

安否・参集状況確認訓練、ＩＣＴ－ＢＣＰに基づく対応訓練、

災害時対応事務用パソコン操作訓練 

災害対策 

総務部 

救護所開設訓練、アトリウムでの災害情報提供モニター設置

訓練、協定自治体等からの応援職員調整訓練、地域内輸送拠点

マニュアル（案）の検証、区立施設応急危険度判定準備訓練、

会計事務に関する初動対応訓練、安否確認訓練（職員・区議） 

災害対策 

区民部 
り災証明書発行に向けた体制整備訓練 

災害対策 

産業経済部 
安否確認訓練、所管施設被害状況収集訓練 

災害対策 

地域文化部 

所管施設被害状況収集・通信訓練、一時避難所開設についての

調査、外国語通訳ボランティア編成訓練 

災害対策 

福祉部 

福祉避難所開設・運営訓練、甚大被害地域における避難行動要

支援者名簿を活用した安否確認の検証 

災害対策 

健康部 

医療ボランティアセンター開設訓練および運営の検証、他自

治体への応援要請訓練、災害時医療体制の確保に向けた情報

収集・連絡調整訓練、ペット防災対策本部設置訓練、在宅避難

者への対応検討訓練 

災害対策 

環境部 

安否確認訓練、被害状況収集訓練、電気自動車を活用した避難

拠点の電力確保への調整訓練、電気自動車（庁有）を活用した

給電訓練、廃棄物処理に向けた準備・調査訓練 

災害対策 

都市整備部 

情報収集・集約訓練、住家被害認定調査業務調整訓練、家屋被

害概況調査体制構築訓練、区営住宅被害状況収集訓練、応急仮

設住宅用地調査訓練、応急危険度判定訓練、システム活用訓練 

災害対策 

土木部 

被害状況収集訓練、協定事業者への要請・情報連絡訓練、無線

を活用した通信訓練 

災害対策 

教育振興部 
安否確認訓練、学校再開に向けた審議訓練 

災害対策 

こども家庭部 

学童クラブにおける応急保育体制整備訓練、児童施設の安全

確認と保育体制確保に向けた審議訓練 
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統括部（区長室） 災害対策企画部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策総務部 災害対策区民部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策産業経済部 災害対策地域文化部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策福祉部 災害対策健康部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【訓練実施状況】 
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災害対策環境部 災害対策都市整備部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策土木部 災害対策教育振興部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策子ども家庭部  
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■訓練成果・課題 

訓練終了後、訓練成果・課題について災害対策各部および現地対策訓練従事者

に照会した結果の概要は、下記のとおりである。 

現
地
対
策
本
部
訓
練 

成果 

・訓練ではあるが、実動の経験を得られたこと。 

・マニュアルの見直しに必要な情報を得られたこと。 

課題 

・部署、防災業務経験も様々な職員の混成チームとなるため、基本事項

や共通認識を早い段階で持たせる工夫が必要である。 

・無線機は、電波不良な場所が多かった。 

・必要な資機材が不足していた。 

・派遣人員が避難対象者数に対して少ないと感じた。 

災
害
対
策
各
部
訓
練 

成果 

・本来の担当任務以外の訓練にも参加させることにより、対応可能職員

を増やすことができた。 

・実動訓練を取り入れたことにより、課題について職員の共通認識とす

ることができた。 

・個別訓練を実施していたことにより、迅速に作業を実施できた。 

・部内の他班の活動について、認識を深めることができた。 

・マニュアル改定等に必要な、作業の所要時間や必要機材等の情報を収

集することができた。 

課題 

・マニュアルや様式の不備、記載すべき事項があった。 

・必要な資器材の保管場所が分散しており、設定に時間を要した。 

・予備手段、資器材について、検討不足である部分があった。 

・特定の職員が不在の場合に備えた資料整備等が不足していた。 

・人員の不足が見込まれる。確保や育成に向けた対応が必要である。 

・判断の基準や方針が明確化されておらず、検討が必要である。 

 

■訓練総括 

 本訓練の実施により、職員の共通認識の醸成等には一定の成果を得られたが、

現状の災害対応に課題が多数存在していることも浮き彫りとなった。これらの

課題を確実に解消するため、各部とも災害対応の訓練、検証、改善を継続する必

要がある。 


